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射水市議会基本条例 

【解説付き】 
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【解説】 

 この前文は、射水市議会基本条例を制定するに当たり、条例制定の背景や、その

前提となる思いを表明すべく、記載したものです。  

 ここでは、行政の長である市長と、議決機関である議会がいずれも直接選挙で選

ばれる「二元代表制」の下、議会としてしっかりと役割を果たしていくこと、そし

て、市民の負託に応えることのできる議会づくりを進める決意を述べています。  

【用語解説】 

 二元代表制：住民が地方公共団体の長（市長）と議会の議員を別々に直接選挙で

選ぶ制度のことです。市長と議員はそれぞれ住民に対して直接責任

を負います。  

 

第１章 総則 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、この条例の制定目的について規定したものです。  

 この条例の趣旨が議会運営の基本的事項を定めるものであること、市民生活の向

上のために議会がその権能を発揮すべきことを定めています。  

 

（前文） 

射水市議会（以下「議会」という。）は、射水市民（以下「市民」という。）から

選ばれた多人数による合議制の機関であり、同じく市民から選ばれた独任制の機関

である射水市長（以下「市長」という。）とともに、地方自治における二元代表制

の一方を担っている。 

また、議会は、市民の多様な意見を市政に反映できるという特徴を生かしながら、

市民福祉の向上及び市勢の伸展に重責を負う意思決定機関である。 

少子高齢化の進展により人口が減少する中、持続可能なまちづくりを目指す射水

市において、議会は、適切な行財政運営が行われるよう行政を監視するだけでなく、

市勢の伸展のために積極的な議会活動を行わなければならない。 

よって、ここに、議会が市民の負託に応え、期待される使命を果たすため、この

条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、議会の運営等に関する基本的事項を定めることにより、議会

がその権能を発揮し、もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。 
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【解説】 

 本条は、議会基本条例が、議会に関する他の条例、規則の最上位に位置するもの

であり、他の例規の内容や解釈・運用がこの条例の趣旨に反するものであってはな

らないという最高規範性について定めています。  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、この条例の基本理念について規定したものであり、目指す議会の姿を「市

民に開かれた信頼される議会」としています。  

 

 

【解説】 

 本条は、前条の「基本理念」を具現化するために議会が実現すべき基本方針を定

めるものです。  

第１号では、議会が市民の声を市政に反映するよう定めています。  

第２号では、議会の持つ最も重要な機能の一つである行政の「監視機能」を果た

すべきことを定めています。  

第３号では、情報公開について定め、開かれた議会を実現すべきことを定めてい

ます。  

（基本方針） 

第４条 議会は、前条に規定する基本理念に従い、次の各号に掲げる基本方針を実

現するものとする。 

⑴ 議会の活動を通じて得た市民の声を市政に反映すること。 

⑵ 適正な市政運営が行われているかを注意深く監視し、評価すること。 

⑶ 議会に関する情報公開を積極的に行うこと。 

（基本理念） 

第３条 議会は、市民に開かれた信頼される議会を構築するとともに、市民福祉の

向上及び市勢の伸展に全力を挙げるものとする。 

（最高規範性） 

第２条 この条例は、議会における最高規範であり、議会に関する他の条例、規則

等の制定、改廃並びに解釈及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、こ

の条例との整合を図らなければならない。 
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第２章 議員の活動原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議員個人の活動原則を定めるものです。  

選挙により市民の代表として選ばれた議員は、市の現状を的確に把握して市民の

負託に応えなければならず、そのために自らの資質向上に努めるとともに、開かれ

た議会活動に努めるものとしています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議案の提出、本会議での質問等の議員活動が円滑に行えるよう、議会内

で考えを同じくする者が結成する「会派」について定めています。  

会派は調査研究、要望・陳情、政策立案等を行うほか、会派での意見集約や他会

派との調整を行うことなど、議会活動の円滑な実施に努める必要があります。  

 

  

（議員の活動原則） 

第５条 射水市議会議員（以下「議員」という。）は、市政の課題及び市民の多様

な意見を的確に把握し、議会活動を通じて、市民の負託に応えるものとする。 

２ 議員は、議会がその権能を充分に発揮できるよう日常の調査及び研修活動を通

じて自己研鑽に努めるものとする。 

３ 議員は、常に公明正大な議会活動を行い、市民へその内容を公開するよう努め

るものとする。 

（会派） 

第６条 議員は、議会活動を円滑に実施するため、会派を結成することができる。 

２ 会派は、議員の活動を支援するとともに、政策立案及び政策提言のために調査

研究を行うものとする。 
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【解説】 

 本条は、政治倫理について定めています。  

 「市民に開かれた信頼される議会」を目指すためには、議員が高い倫理観を持つ

ことが必要です。ここでは、別に定める「射水市議会議員政治倫理条例」を遵守す

べきことを謳っています。  

 

 

 

第３章 議案及び政策の審議及び調査 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、条例の制定や改廃、予算の議決などのほかに、議会が議決すべきものを

条例で定めることができるという地方自治法第９６条第２項の規定に基づき、射水

市議会が議決すべきことを定めるものです。  

 本市議会では、射水市総合計画の基本構想及び基本計画を議決事件とし、議会の

意見を反映できるようにします。  

 議決事件の追加、見直しについては、今後も必要に応じて検討していきます。  

 

  

（政治倫理） 

第７条 議員は、市民の代表者として高い倫理観を持つとともに、射水市議会議員

政治倫理条例（平成２７年条例第３５号）の規定を遵守しなければならない。 

（議決事件） 

第８条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第

２項の規定による議会の議決すべき事件は、射水市における総合的かつ計画的な

行政の運営を図るための基本構想及び基本計画の策定及び変更に関することと

する。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

参考  

地方自治法  

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

中略  

２ 前項に定めるものを除くほか、普通地方公共団体は、条例で普通地方公共団体に

関する事件につき議会の議決すべきものを定めることができる。  
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【解説】 

 本条は、議員間の討議について定めています。  

 これまでは、市当局と議員との質疑を中心に議論が行われ、必ずしも議員間の討

議は行われてきませんでしたが、ここで「議員間討議」について定め、議会が合意

形成に至る過程で、必要に応じて議員相互の議論を尽くすものとします。  

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、委員会の運営について定めるものです。  

 委員会は、議案等の調査・審査の実質的な主体となるものであることから、専門

性や機動性といった機能を生かし、適切に運営されることが必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、「政策討論会」について定めています。  

 「政策討論会」は、議員の政策提言や議会報告会等で得た市民からの意見につい

て討論し、共通認識や合意形成を図るとともに、ひいては議会の政策立案等につな

げるために開催するものです。  

 

 

（議員間の討議による合意形成） 

第９条 議会は、議案及び政策提案に関して審議し、結論を出す場合にあっては、

必要に応じ、合意形成に向けて議員相互の議論を尽くすものとする。 

（委員会） 

第１０条 議会は、市政の課題に対し、的確に対応するため、委員会の専門性及び

機動性等の特性を生かし、その機能を十分発揮できるよう適切な運営に努めなけ

ればならない。 

（政策討論会） 

第１１条 議会は、市政に関する重要な政策及び課題について、共通認識及び合意

形成を図り、もって政策立案、政策提案及び政策提言を推進するため、必要に応

じて、議員で構成する政策討論会を開催するものとする。 
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【解説】 

 本条は、会議における質問のあり方を定めるものであり、議員は質問、質疑に当

たって、論点・争点を明確にし、わかりやすい質疑としなければならない旨を定め

ています。  

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、答弁する者の反問権について定めています。  

 これまでも反問は行われてきましたが、あらためて明文化するとともに、議長又

は委員長の許可を得て行うこととします。  

【用語解説】 

 反問権：議員の質問等に対し答弁をする者が、論点の明確化と議論の充実を目的

に、質問等の意図や趣旨を確認するため、反対に問う権利のことです。  

 

  

（会議における質疑応答） 

第１２条 議会審議における質問、質疑、答弁等は、論点及び争点を明確にして行

うものとする。 

（反問権） 

第１３条 議会審議において、議員の質問及び質疑に対し、答弁をする者は、論点

の明確化と議論の充実を目的に議長又は委員長の許可を得て、反問することがで

きる。 
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【解説】 

 本条は、地方自治法第１００条の２に基づく専門的知見の活用について定めてい

ます。  

 本市議会ではこれまでに専門的知見を活用した事例はありませんが、審議の内容

を深めるため、必要に応じて活用することとします。  

 

 

 

  

参考  

地方自治法  

第１００条の２ 普通地方公共団体の議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団

体の事務に関する調査のために必要な専門的事項に係る調査を学識経験を有す

る者等にさせることができる。  

（専門的知見の活用） 

第１４条 議会は、法第１００条の２に規定する学識経験を有する者等による議案

の審査又は本市の事務に関する調査のために必要な専門的事項に係る調査を、必

要に応じて活用するものとする。 
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【解説】 

 本条は、地方自治法第１１５条の２及び第１０９条第５項に定める公聴会・参考

人制度の活用について定めています。  

 本市議会ではこれまでに活用事例はありませんが、議論・審議を深めるために必

要に応じて活用することとします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議会が行政に対して必要な情報を明らかにするよう求めるとともに、議

決事件に含まれない重要政策についても、議会の意見を聴く機会を設けることにつ

いて定めています。  

 これは、行政に対する議会の「監視機能」を発揮できるよう、十分な時間と情報

を持って議会審議、議論が行えるようにするものです。   

（公聴会等） 

第１５条 議会は、市民等の意見及び有識者の専門的又は政策的識見等を議会の討

議に反映させるため、法第１１５条の２（法第１０９条第５項において準用する

場合を含む。）に規定する公聴会制度及び参考人制度の活用に努めるものとする。 

（重要政策等の説明要求） 

第１６条 議会は、市長が提案する政策等について、議会審議における論点を整理

し、その審議を深めるため、市長に対し、必要な情報を明らかにするよう求める

ものとする。 

２ 議会は、市長が議決事件に含まれない重要な政策等を決定するときは、あらか

じめ、議会の意見を聴く機会を設けるよう求めるものとする。 

参考  

地方自治法  

第１１５条の２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、予算その他重要な議

案、請願等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有す

る者等から意見を聴くことができる。  

２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、当該普通地方公共団体の事務に関

する調査又は審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その

意見を聴くことができる。  

第１０９条第５項 第１１５条の２の規定は、委員会について準用する。  
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【解説】 

 本条は、「議会の政策提言・提案」について定めています。  

 別に定める、会議における「議員間討議」や、「政策討論会」において議員間で検

討し、共通認識が図られ、政策形成がなされた事項について、その内容を議会とし

て政策提言・提案や議案の修正等につなげるよう努めることを定めるものです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、政務活動費について定めています。  

 政務活動費は、地方自治法において議員の調査研究その他の活動に役立てるため

に議員に対して交付することができる旨が定められているものであり、射水市では、

「射水市議会政務活動費の交付に関する条例」を定めて、議員に交付しています。  

 この条例において、「透明性の確保」や「後払い制」など、適正な支出を期すこと

を定めているところであり、条例の規定を遵守することが求められます。  

 

  

（政策提言等） 

第１７条 議会は、条例の提案、議案の修正、決議等を通じて、市長に対して政策

提言を行うとともに、その政策立案機能の強化に努めるものとする。 

（政務活動費） 

第１８条 議員は、市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動そ

の他住民福祉の増進を図る活動のため、法第１００条第１４項の規定に基づき交

付される政務活動費を有効に活用し、積極的に調査研究及びその他の活動を行う

ものとする。 

２ 議員は、射水市議会政務活動費の交付に関する条例（平成２８年条例第５０号）

の定めるところにより、交付を受けた政務活動費を適正に使用するとともに、そ

の使途を明確にすることにより、市民に対する説明責任を果たさなければならな

い。 
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第４章 議会と市民との関係 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議会の情報公開について定めています。  

 議会活動に関する情報公開については、政務活動費の領収書の公開等、これまで

も積極的に行ってきたところであり、本会議等の会議も、本市議会においては原則

として全て公開してきたところです。  

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議会に対して請願又は陳情があった際、必要に応じて当該請願者又は陳

情者からその請願陳情内容を聴取する機会を設けることができる旨を定めています。 

 これは、市民の声を可能な限り議会審議に反映させることにより、議会の「広聴

機能」を発揮し、ひいては「政策提案機能」に結び付けようとするものです。  

 

 

  

（情報公開） 

第１９条 議会は、議会の活動に関する情報公開に努めなければならない。 

２ 議会は、本会議のほか、すべての会議を原則として公開するものとする。 

（請願等主旨の聴取） 

第２０条 議会は、請願及び陳情の審議等においては、その趣旨を十分に理解する

ために、必要に応じて当該請願者又は陳情者の意見を聴く機会を設けることがで

きる。 
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【解説】 

 本条は、「議会報告会」について定めています。  

 別に定める「政策討論会」では、議員の政策提言だけでなく、市民からの意見や

政策提言について議論することとしていますが、市民に議会に関する情報を伝える

とともに、市民から参考となる意見を聴取し、情報を得る場を「議会報告会」と位

置付けるものです。  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、「広報委員会」について定めています。  

 射水市議会には「議会広報編集委員会」を設置していますが、この委員会を、議

会だよりの編集だけでなく幅広く情報発信に関する事項を所管する「広報委員会」

に改めます。  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、「市民意見の反映」について定めています。  

 議員提案条例等を議決する過程において、議員が議論を行い、議決に至ることに

なりますが、その過程で市民からの意見を聴取することで、幅広い市民の考えや、

深い知識を持った市民の知見を反映し、内容を深めることができるようにするもの

です。  

 

（議会報告会） 

第２１条 議会は、市民に対し、議会で行われた議案等の審議の経過及び結果につ

いて報告するとともに、政策形成に関する意見交換を行う場を設けるものとす

る。 

（広報委員会） 

第２２条 議会は、広報機能の充実のため、議員で構成する広報委員会を設置する。 

２ 広報委員会に関し必要な事項は別に定める。 

（市民意見の反映） 

第２３条 議会は、議員提案条例等に関し、パブリック・コメントの実施等様々な

手法により、市民等の意見を反映させるよう努めるものとする。 
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第５章 議会の機能強化 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議員研修の充実について定めています。  

 市民から期待される議員の役割を果たすためには、各議員の資質向上は不可欠で

あり、適宜適切に研修を行うことで、政策形成及び立案能力等の向上を図らなけれ

ばなりません。  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議会事務局の機能強化について定めています。  

 近年、議員に高い政策立案能力が求められており、それに伴い、議員を補佐する

議会事務局の機能強化も求められているところです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、議会図書室について定めるものです。  

 議会図書室については、地方自治法第１００条第１９項において、一般の利用に

供することができる旨が定められていますが、本市議会図書室については誰もが利

用でき、議員の政策形成能力等の向上に資するべきものであることを定めるもので

す。  

 

（議員研修の充実） 

第２４条 議会は、議員の資質並びに政策形成及び立案能力の向上を図るため、議

員研修の充実に努めるものとする。 

（議会事務局） 

第２５条 議会は、議会の政策立案能力を向上させ、議会活動を円滑かつ効率的に

行うため、議会事務局の調査及び法制執務能力の充実を図るものとする。 

（議会図書室） 

第２６条 議会に、議会図書室（以下「図書室」という。）を設置する。 

２ 図書室は、議員のみならず、誰もがこれを利用できるものとする。 

３ 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上を図るため、図書の充実に努める

ものとする。 
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【解説】 

 本条は、災害時の議会対応について定めるものです。  

 議会は、議事・議決機関として災害時においても行政の迅速な意思決定を損なわ

ないよう配慮し、議会機能を適切に維持する必要があることから定めることとしま

す。  

 

 

 

第６章 見直し手続 

 

 

 

 

 

【解説】 

 本条は、この条例の見直し手続きについて定めるものです。  

 社会情勢の変化等を勘案し、適宜見直しを加えることを定めるほか、一般選挙を

経た任期開始毎に必ず見直しの検討を加えることを規定し、定期的な見直しが必ず

行われることを担保することとします。  

（災害時の議会対応） 

第２７条 議会は、災害時においても、議会機能を適切に維持しなければならない。 

２ 災害時における議会の行動基準等に関し必要な事項は、別に定める。 

（見直し手続） 

第２８条 議会は、一般選挙を経た任期開始毎に、社会情勢の変化等を勘案し、こ

の条例の規定について検討するとともに、見直しが必要と判断したときは、市民

等の意見を聴取し、適切な措置を講ずるものとする。 


